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幼い子をもつ母親のコロナ禍の心理的苦痛とその関連要因

子の育てにくさ，発達不安，ソーシャルサポートおよび受援力に焦点をあて
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目的 幼い子をもつ母親を対象に，COVID-19流行期に新たに生じた心理的苦痛（K6 スコア≧10

点）と COVID-19流行前の子の育てにくさ，発達への不安，ソーシャルサポートおよび受援

力の関連を検討することを目的とした。

方法 本研究は縦断研究であり，2020年 2 月に全国47都道府県の未就学児の母親を対象としたベー

スライン調査を実施，4,700人より回答を得た。また同年 6 月に同じ対象に調査依頼をし，

2,489人より回答を得た。ベースライン時と追跡時の K6 スコア（4 群）を比較し，ベースライ

ン時に心理的苦痛を有していた521人を除く1,968人を対象とし，ポアソン回帰分析を行った。

目的変数には追跡時の心理的苦痛の有無，説明変数にはベースライン時の子の発達への不安，

子の育てにくさ，受援力，ソーシャルサポートを用い，母親の年齢，学歴，婚姻状況，就業状

況，世帯収入，子の年齢，子の数，追跡時の COVID-19による変化（10項目）で調整した。

結果 心理的苦痛ありの割合は，20.9から25.3へと増加していた（P＜0.001）。新たに心理的

苦痛を有した者は333人（16.9）で，ベースライン時の子の発達への不安あり（対照群なし），

育てにくさあり（対照群なし），受援力の「受援活用姿勢」低群（対照群高群），ソーシャルサ

ポート低群（対照群高群）と有意な関連がみられた。

結論 幼い子をもつ母親の精神健康は，COVID-19流行期に悪化傾向にあり，心理的苦痛の関連要

因には，流行期前から有していた子の発達への不安，育てにくさ，受援力の受援の機会を活用

しようとする姿勢の乏しさ，ソーシャルサポートの乏しさが含まれていた。COVID-19流行時

における継続的な子育て支援・療育・相談と受援力向上に向けた具体的なアプローチの検討が

望まれる。

Key words縦断研究，受援力，新型コロナウイルス感染症，精神健康，ソーシャルサポート，母

親

日本公衆衛生雑誌 2022; 69(4): 273283. doi:10.11236/jph.21058

 緒 言

2020年 3 月11日に World Health Organization

(WHO )1)は新型コロナウイルス感染症（以下

COVID-19）の感染拡大をパンデミックであると宣

言した。同年 4 月 7 日には本邦で最初の緊急事態宣

言2)が出される等，社会的状況が著しく変化する中

で，精神健康への影響が危惧されている。健康日本

21（第二次)3)では，「気分障害・不安障害に相当す

る心理的苦痛を感じている者（国民生活基礎調査4)

で The Kessler Psychological Distress Scale: K6 の合

計点が10点以上となる者）の割合の減少」を目指

し，その目標値を9.4（2022年度）に設定してい

るが，策定時ベースライン値は10.4（2010年度），

2019年度は10.34)とほとんど改善はみられておら

ず，COVID-19の流行により，その目標への到達が

一層難しくなるのではないかと考えられる。

首都圏近郊（1 都 6 県）の20～79歳の住民を対象

に2020年 2 月下旬と同年 4 月上旬に行われたイン

ターネットによる縦断調査5)では，重度の心理的苦

痛（K6≧13）の該当者が9.3から11.3へと 2

上昇したこと，そこには年収の少なさ，呼吸器系疾
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患の既往歴を有することが関連していることが報告

された。また，緊急事態宣言が最初に出された 1 都

6 県の18～89歳の住民を対象に2020年 5 月中旬に実

施されたインターネットによる横断調査6)でも重度

の心理的苦痛（K6≧13）の該当者が11.5であっ

たこと，その顕著な危険因子として，若い世代（と

くに年齢18～19歳，20～39歳），女性，心理面での

治療経験，身体的疾患での治療経験，孤独感，不満，

COVID-19に関連する不安，不眠があることが報告

されている。

一方，COVID-19流行期においては，子育ての負

担，家族を感染から守らなくてはならないという重

圧，実際に感染者が現れた際のケア，仕事を離れね

ばならない等様々なネガティブな影響が女性にもた

らされる可能性が指摘7)されていた。そこで著者

ら8)は，2020年 2 月に実施した未就学児の母親を対

象としたインターネットによる全国調査（対象者

4,700人）に次いで 6 月に追加調査を実施し，4 か

月間で新たに重度の心理的苦痛（K6≧13）に至っ

た母親が6.6（分析対象者2,286人中151人）であっ

たこと，その関連要因として COVID-19流行期

（2020年 3～5 月）のネガティブな変化（ゆっくり過

ごす時間の減少，子育て困難感の増加，夫の DV

的言動の増加，不公平感の増加）がみられたこと，

一方で夫の在宅時間の増加がこのリスクを減じる可

能性があることを報告した。

現在わが国では，健やか親子21（第 2 次)9)が展

開されており，「育てにくさを感じる親に寄り添う

支援」がその重点課題の 1 つとされている。幼い子

をもつ母親はストレスを有する傾向があり，子の育

てにくさを感じている母親ほどこうしたストレスが

大きく，精神健康が良好でないことが横断・縦断研

究により明らかにされてきた10～13)。とくに子の発

達に心配や気がかりがある場合は母親の育児不安が

大きく14)，また子に障害がみられる場合はより精神

健康が不良であることが国内外の縦断・横断研究で

示されている15～17)。一方，乳幼児の母親のストレ

スはソーシャルサポートと負の関連があるこ

と11～13,18)，発達障害児の母親においても多くの

ソーシャルサポートを得ている母親ほど精神健康が

良好であること19,20)も同様に国内外の縦断・横断研

究で報告されてきた。しかし COVID-19流行期は

多くの子育て支援機関も休業を余儀なくされ，乳幼

児健康診査等も延期21)となる等，新たな支援が得ら

れにくくなっていた可能性があり，また子と閉塞さ

れた空間で過ごす時間が増えれば，子に育てにくさ

を感じている母親や子の発達に不安を有している母

親は，より不安や困難感が高まり，精神健康に負の

影響がもたらされる可能性がある。

さらにソーシャルサポートは，それを受け，活用

する力が乏しければ，十分に活かすことが難しい。

著者ら22)が支援を受け入れ，活用する力を受援力と

し，未就学児の母親の精神健康との関連を検証した

ところ，受援力を構成する「受援の機会を活用しよ

うとする姿勢」がみられる母親ほど，精神健康が良

好で得ているソーシャルサポートも多い傾向がみら

れたが，こうした受援力が精神健康にどう影響し得

るのか，縦断研究でその関連を検証した研究はみら

れない。

また，子の問題行動や発育の遅れ等と母親のソー

シャルサポートや対処力の欠如等が関係し，精神健

康を悪化させる10)とも言われるが，こうした子に関

連する要因，母親に関連する要因がどのようにして

COVID-19流行期の精神健康に関連してゆくのかを

縦断研究で明らかにした研究は見あたらず，また著

者らもこの点については検証することができていな

かった。

そこで本研究では幼い子をもつ母親を対象に，

COVID-19流行期に新たに生じた心理的苦痛（K6

スコア≧10点）と COVID-19流行前の子の育てに

くさ，発達への不安，ソーシャルサポートおよび受

援力の関連を検討することを目的とした。

 研 究 方 法

. 研究デザイン

本研究は縦断研究であり，ベースライン調査は未

就学児の母親が遭遇する不適切な支援（ネガティブ

サポート）を探索することを目的として2020年 2 月

6～17日に実施した。しかしその直後に日本全国の

学校に臨時休業が求められ（2020年 3 月 2 日)23)，

先述のように 4 月には第 1 回目の緊急事態宣言2)が

出される等，母親を取り巻く環境も大きく変化し

た。そこで追加調査を検討し，同年 6 月16～30日に

実施した。追加調査の時期については，緊急事態宣

言が段階的に解除されたのが 5 月14～25日2)であ

り，幼い子をもつ母親の生活は 3～5 月に最も大き

く変化したのではないかと考えられたため，実施可

能でこの時期に最も近い 6 月とした。

. 対象と方法

ベースライン調査では，インターネット調査を

行っている株式会社クロス・マーケティング24)社に

調査を委託し，登録されているアンケートモニター

から全国の未就学児の母親4,700人（47都道府県各

100人）の参加を得た。同社は複数社のパネル（自

らの自由意思で登録した一般市民）と提携しており，

2020年 1 月時点で約473万人が登録していた。登録
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者の年代は20代（23），30代（23），40代（22）

と子育て期に該当する年代が比較的多く含まれ，性

別では女性が62とやや多く，既婚者が59，子ど

もがいる登録者は49であった。アンケートモニ

ターはインターネット上のバナー広告等を通じて募

集しており，登録時の特典等は提供されていない。

なお，ベースライン調査では人口の少ない地域の特

徴も把握したいと考え，人口比ではなく各都道府県

100人ずつとした。ベースライン調査における協力

率（回答人数/アンケート配信人数）は総配信数

113,377のうち，全問回答者数5,379であり，4.74

となっている。追跡調査も同調査会社に委託し，

ベースライン調査に参加した対象者に再度調査依頼

をし，2,489人から回答を得た（回収率53）。

. 調査項目

1) 基本属性

基本属性として母親（本人）の年齢，学歴，婚姻

状況，就業状況，世帯年収，子の年齢，子の数を尋

ねた。なお，子どもが複数いる場合は，最も幼い子

について回答を得た。

2) 精神健康

精神健康を把握するために，本研究では K625～29)

を使用した。これは過去 1 か月において，「神経過

敏に感じましたか」「絶望的だと感じましたか」な

ど 6 項目について尋ね，「まったくない」～「いつ

も」（0 点～4 点）の 5 件法で回答を得るもので，合

計点数（範囲 0～24）が高いほど精神健康が良好で

ないことを示す。一般市民のスクリーニングとして

用いられ，5 点以上で心理的ストレス反応相当，10

点以上で気分・不安障害相当，13点以上で重症精神

障害相当29)とされるが，本研究では国民生活基礎調

査4)に準じて 0～4 点，5～9 点，10～14点，15点以

上の 4 群で分類し，2 時点の比較を行うのに用い

た。その後，追跡時の K6 スコア合計10点以上の気

分・不安障害相当を心理的苦痛あり，10点未満を心

理的苦痛なしと定義して 2 群に分類し，アウトカム

指標として用いた。

3) 子の育てにくさ

子の育てにくさは，健やか親子21（第 2 次）で用

いられている質問項目と回答9)を援用した。「あな

たはお子さんに対して，育てにくさを感じています

か」という質問に対し，「いつも感じる」「時々感じ

る」「感じない」から回答を得，「いつも感じる」

「時々感じる」を育てにくさあり，「感じない」を育

てにくさなしとするものである。本研究でも同じよ

うに 2 群に分類して用いた。

4) 子の発達への不安

子の発達に関しては，「現在，お子様の発達につ

いて，気になることはありますか」という質問を用

い，「はい」「いいえ」「どちらともいえない」から

回答を得た。そして，「はい」を不安あり，「いいえ」

「どちらともいえない」を不安なしと定義し，2 群

に分類して使用した。

5) ソーシャルサポート

得られる支援については，先行研究22)と同じソー

シャルサポートの種類数を用いた。先行研究では，

受援力が高い母親ほど家族や専門職らをはじめとす

る多くの種類のソーシャルサポートを利用している

ことが示されており，より多様な支援が受けられる

状況にあることが精神健康を良好に保つためにも望

ましいと考えられたため，本研究でも同じ指標を用

いることとした。具体的には，「子育てに関して困っ

た時に，相談をしたり頼ったりできるのはどこ/誰

ですか」という質問に対し，夫，父母（義父母），

友人・同僚，地域住民，医師，助産師・看護師，保

健師，保育園・幼稚園の先生，行政サービス，民間

のサービス，インターネット，相談はしない，その

他の選択肢から複数回答で回答を求め，相談はしな

い，その他以外の回答をそれぞれ 1 点とし，単純加

算した（範囲 0～11）。その後，三分位を求め，高

群，中群，低群の 3 群に分けて分析に使用した。

6) 受援力

未就学児の親の受援力，すなわち「就学前の児を

養育する親の心身の負担の軽減とその児の健やかな

発育につながる支援を受け入れ，活用する力｣22)を

測定する受援力尺度を使用した。本尺度は「専門職

からの助言はできるだけ聞くようにしている」「自

分や子どもを心配してのことであれば，保健師らの

訪問や電話も受け入れる」など「受援の機会を活用

しようとする姿勢」（5 項目）と「困っている時に

“大丈夫ですか”“困っていることはありませんか”

と聞かれても，大丈夫だと答えてしまう」等「受援

に対するためらいと抵抗」（3 項目）の 2 つの下位

尺度から構成され，「あてはまらない」～「あては

まる」（1 点～5 点）の 5 件法により回答を得るもの

である。「受援の機会を活用しようとする姿勢」（以

下，受援機会活用姿勢）は合計点が高い程受援力が

高いことを示し，「受援に対するためらいと抵抗」

（以下，受援ためらい/抵抗）は合計点が低い程受援

力が高いことを示す。今回はそれぞれの合計点の三

分位を求め，高群，中群，低群の 3 群に分けて分析

に使用した。未就学児の母親を対象とした横断研究

において，受援機会活用姿勢スコアが高い程，精神

健康が良好であり，受援ためらい/抵抗スコアが高

い程，精神健康が不良との結果が示されている22)。



276276 第69巻 日本公衛誌 第 4 号 2022年 4 月15日

7) COVID-19流行期における変化

先行研究8)同様，COVID-19流行期における変化

について 8 つの質問項目を用いた。まず対象者の居

住地域を尋ね，緊急事態宣言下における特定警戒区

域13都道府県（東京都，大阪府，北海道，茨城県，

埼玉県，千葉県，神奈川県，石川県，岐阜県，愛知

県，京都府，兵庫県，福岡県)2)に該当しているか

否かで分類した。また2020年 3 月から 5 月の状況に

ついて，以下のそれぞれの項目に該当する場合は

“あり”，非該当の場合は“なし”とした。具体的に

は，「2 月に比べ，経済的に苦しくなった」（経済状

況の悪化），「自分や家族に少しでも体調の変化があ

ると，新型コロナウイルスに感染したのではないか

と疑った」（感染への不安の増加），「ゆったりとし

た気分で子どもと過ごせる時間がなかった」（ゆっ

くり過ごす時間の減少），「自分が夫（またはパート

ナー）に怒鳴られることが増えた/自分が夫（また

はパートナー）に暴力を振るわれたことがある」

（夫の DV 的言動の増加），「夫（またはパートナー）

が自宅にいることが増えた」（夫の在宅時間の増

加），「不公平だと思うことが多かった」（不公平感

の増加），の 6 問である。加えて，「3 月から 5 月は

それ以前に比べて育児がつらくてたまらない，と思

うことが多かった」（子育て困難感の増加）という

質問については「そう思う」～「そう思わない」の

4 件法で尋ね，「そう思う」「どちらかといえばそう

思う」を子育て困難感の増加あり，「どちらかとい

えばそう思わない」「そう思わない」を子育て困難

感の増加なし，と定義した。なお，これらの変化と

精神健康との関連は先行研究8)で報告しているた

め，本研究では属性とともに調整変数として扱っ

た。その他，追跡時に子が小学生になっていた場合

は小学校入学あり，それ以外をなし，母親が専業主

婦/無職から就業（パートを含む）したか，もしく

はその逆の場合（就業していたが辞めた等）は就業

状況変化あり，それ以外をなしとし，これらの変化

も調整変数として扱った。

. 分析方法

はじめにベースライン調査と追跡調査の K6 スコ

アの割合を 4 群（0～4 点，5～9 点，10～14点，15

点以上）に分け，分布をみた。次に 2 時点の K6 ス

コア10点以上/未満の割合に変化があるかどうかを

検討するため，マクネマー検定を行った。そして，

ベースライン調査で K6 が10点以上であった521人

を除外し，1,968人を以降の対象とした。

追跡調査で新たに K6 スコアが10点以上となった

者とそうでない者の 2 群（心理的苦痛あり群/なし

群）に分け，各変数においてどのような違いが見ら

れるのかを把握するために x2 検定を行った。

追跡調査で新たに K6 スコアが10点以上となった

者は333人で16.9であり，ロジステック回帰分析

によるオッズ比の算出では，相対リスクが過大推計

となる可能性30)が考えられた。そこで，ロバスト標

準誤差を推定したポアソン回帰分析を行うこととし

た。追跡調査における心理的苦痛の有無を目的変数

としたポアソン回帰分析では，発症率の比（Inci-

dent rate ratio, IRR）と95信頼区間を算出した。

単変量で心理的苦痛と各変数の関連を検証し（粗

解析），次に多変量解析を行った。属性と COVID-

19流行期における変化で調整し，モデル 1 では子の

育てにくさを，モデル 2 ではそこに子の発達への不

安を加え，子どもに関連する要因と心理的苦痛との

関連を検討した。次に母親に関連する要因として，

モデル 3 ではソーシャルサポートを，モデル 4 では

ソーシャルサポートの代わりに受援力をモデル 2 に

それぞれ追加し，心理的苦痛との関連を検討した。

ソーシャルサポートと受援力の「受援機会活用姿勢」

は強い正の関連があり22)，またソーシャルサポート

と受援力それぞれが子どもに関連する要因と心理的

苦痛との関連にどう作用するかも検討したいと考

え，母親に関連する要因の 2 変数は別々に投入する

こととした。

分析には STATA V15 (Stata Corp, College Sta-

tion, TX, USA）を使用し，有意水準はすべて 5

とした。

. 倫理的配慮

本研究は，聖マリアンナ医科大学の生命倫理委員

会の審議で承認を受け，実施した（承認番号第4648

号2020年 1 月14日，6 月16日）。アンケート調査開

始の前に Web 画面上で同意を得た。また回答中に

同意を撤回したい場合は，いつでも回答者が回答を

辞めることができた。回収されたデータは，モニ

ター管理会社の保有する個人情報に紐づくことはな

く，研究者が個人を特定することはできない。

 研 究 結 果

母親の平均年齢は35.2歳（標準偏差5.4歳，範囲

20～49歳），子の平均年齢は2.5歳（標準偏差2.0歳，

範囲 0～6 歳）であった。4 群に分類した K6 のス

コアの割合を 2 時点で比較すると， 0～ 4 点が

54.6から43.4へと減少し，5～9 点が24.5から

31.3へ，10～14点が15.2から19.1へ，15点以

上は5.7から6.2へと変化していた（図 1）。K6

スコア10点以上をまとめて心理的苦痛とすると，

ベースライン時での該当者は521人（20.9），追跡

調査時の該当者は630人（25.3）であった（マク
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図 ベースライン調査および追跡調査時の K6 の構成割合（N＝2,489）

ベースラインおよび追跡調査時の心理的苦痛（K6≧10）の有無
マクネマー検定 P＜0.001
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ネマー検定 P＜0.001）。

追跡調査時に心理的苦痛に至っていた群とそうで

ない群の違いを因子ごとに x2 検定で検証したとこ

ろ，ベースライン調査時の子の発達への不安，子の

育てにくさ，受援力の受援機会活用姿勢，ソーシャ

ルサポートで有意差がみられた。他に調整変数で

は，母親の年齢，世帯年収，追跡調査時の

COVID-19流行期の変化（経済状況の悪化，ゆっく

り過ごす時間の減少，子育て困難感の増加，夫の

DV 的言動の増加，夫の在宅時間の増加，不公平感

の増加）の有無で有意差がみられた（表 1）。

追跡調査時における心理的苦痛の有無を目的変数

としたポアソン回帰分析の結果を表 2 に示す。

多変量解析で属性，COVID-19流行期の変化で調

整すると，子の育てにくさは「なし」群に比べ，

「あり」群で IRR が1.37（95信頼区間1.121.68，

P＝0.003，モデル 1），子の発達への不安を加える

と IRR が1.25（95信頼区間1.021.55，P＝0.036，

モデル 2），ソーシャルサポートを加えると IRR が

1.24（95信頼区間1.011.53，P＝0.042，モデル 3）

と心理的苦痛との間に正の有意な関連がみられた。

しかし，モデル 4 で受援力を加えると，統計学的有

意差がみられなくなった（IRR＝1.21, 95信頼区

間0.981.49, P＝0.081）。

一方，子の発達への不安は「なし」群に比べ，

「あり」群で IRR が1.52（95信頼区間1.241.88，

P＜0.001，モデル 2），モデル 3 で IRR が1.52（95

信頼区間1.231.87，P＜0.001），モデル 4 で IRR

が1.49（95信頼区間1.211.83，P＜0.001）と一貫

して心理的苦痛との間に有意な関連がみられた。

次にソーシャルサポートは，「高」群（4 つ以上）

に対し，「低」群で IRR が1.37（95信頼区間1.04

1.81，P＝0.026，モデル 3）と心理的苦痛と有意な

正の関連が見られた。

受援力は「受援機会活用姿勢」において，「高」

群に比べ，「低」群の IRR が1.61（95信頼区間

1.272.05，P＜0.001，モデル 4）と，心理的苦痛と

有意な正の関連が示された。

 考 察

本研究では，COVID-19がパンデミックとなる直

前のベースライン調査，およびその 4 か月後の追跡

調査から，幼い子の母親の COVID-19流行期の新

たな心理的苦痛の有無と子の育てにくさ，発達への

不安，ソーシャルサポートおよび受援力の関連を検

証した。COVID-19流行期のネガティブな変化が母

親の精神健康のリスクとなる可能性はすでに示され

ていた8)が，それらのリスク要因で調整してもなお，

COVID-19流行前に有していた子の育てにくさ，発

達への不安，ソーシャルサポートおよび受援力の

「受援活用姿勢」が COVID-19流行期の新たな心理

的苦痛に関連することが示された。精神健康の推移

について概括するとともに，今回の研究で明らかに

なったリスク要因について，考察する。

. 精神健康の推移

幼い子をもつ母親の精神健康はわずか 4 か月で有
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表 対象者の属性・特性および追跡調査時の心理的苦痛の有無（n＝1,968)

total
n＝1,968

K6＜10
n＝1,635
(83.1)

K610
n＝333
(16.9) df x2 P 値

n  n  n 

年齢（母)

2029 297 15.1 232 14.2 65 19.5 2 8.509 0.014
3039 1,219 61.9 1,013 62.0 206 61.9
4049 452 23.0 390 23.9 62 18.6

学歴
中学・高等学校 522 26.5 424 25.9 98 29.4 2 2.408 0.300
専門学校・短大 684 34.8 567 34.7 117 35.1
大学以上 762 38.7 644 39.4 118 35.4

婚姻状況
既婚/パートナーあり 1,883 95.7 1,570 96.0 313 94.0 1 2.760 0.097
離婚・未婚・死別 85 4.3 65 4.0 20 6.0

就業状況
就業有 1,027 52.3 857 52.4 170 51.1 1 0.207 0.649
専業主婦/無職 941 47.7 778 47.6 163 49.0

年収
答えたくない 363 18.5 295 18.0 68 20.4 3 11.721 0.008
400万円未満 428 21.8 347 21.2 81 24.3
400万円以上600円未満 541 27.5 438 26.8 103 30.9
600万円以上 636 32.3 555 33.9 81 24.3

子どもの数

1 人 864 43.9 723 44.2 141 42.3 2 0.400 0.819
2 人 780 39.6 644 39.4 136 40.8
3 人以上 324 16.5 268 16.4 56 16.8

子の年齢

01 歳 780 39.6 662 40.5 118 35.4 2 2.957 0.228
23 歳 516 26.2 423 25.9 93 27.9
4 歳以上 672 34.2 550 33.6 122 36.6

子の育てにくさ
なし 1,055 53.6 918 56.2 137 41.1 1 25.048 ＜0.001
あり 913 46.4 717 43.9 196 58.9

子の発達への不安
なし 1,541 78.3 1,317 80.6 224 67.3 1 28.732 ＜0.001
あり 427 21.7 318 19.5 109 32.7

ソーシャルサポート
低 321 16.3 247 15.1 74 22.2 2 11.312 0.003
中 1,046 53.2 874 53.5 172 51.7
高 601 30.5 514 31.4 87 26.1

受援力（受援活用姿勢)
低 539 27.4 398 24.3 141 42.3 2 45.133 ＜0.001
中 761 38.7 657 40.2 104 31.2
高 668 33.9 580 35.5 88 26.4

受援力（受援ためらい/抵抗)
低 457 23.2 380 23.2 77 23.1 2 0.980 0.613
中 855 43.5 703 43.0 152 45.7
高 656 33.3 552 33.8 104 31.2

COVID-19流行期（2020年 3 月～5 月）の変化
小学校への入学 なし 1,767 89.8 1,471 90.0 296 88.9 1 0.352 0.553

あり 201 10.2 164 10.0 37 11.1
就業状況の変化 なし 1,674 85.1 1,386 84.8 288 86.5 1 0.641 0.423

あり 294 14.9 249 15.2 45 13.5
特別警戒区域 非該当 1,300 66.1 1,082 66.2 218 65.5 1 0.063 0.803

該当 668 33.9 553 33.8 115 34.5
経済状況の悪化 なし 1,531 77.8 1,299 79.3 232 69.7 1 15.318 ＜0.001

あり 437 22.2 336 20.6 101 30.3
感染への不安の増加 なし 1,507 76.6 1,252 76.6 255 76.6 1 0.000 0.999

あり 461 23.4 383 23.4 78 23.4
ゆっくり過ごす時間の減少 なし 1,714 87.1 1,437 87.9 277 83.2 1 5.452 0.020

あり 254 12.9 198 12.1 56 16.8
子育て困難感の増加 なし 1,244 63.2 1,095 67.0 149 44.7 1 58.779 ＜0.001

あり 724 36.8 540 33.0 184 55.3
夫の DV 的言動の増加 なし 1,933 98.2 1,612 98.6 321 96.4 1 7.644 0.006

あり 35 1.8 23 1.4 12 3.6
夫の在宅時間の増加 なし 1,410 71.6 1,146 70.1 264 79.3 1 11.496 0.001

あり 558 28.4 489 29.9 69 20.7
不公平感の増加 なし 1,775 90.2 1,506 92.1 269 80.8 1 40.146 ＜0.001

あり 193 9.8 129 7.9 64 19.2

K6: The Kessler Psychological Distress Scale
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表 追跡調査時における心理的苦痛の有無と各要因との関連（ポワソン回帰分析）（n＝1,968)

粗解析 モデル 1 モデル 2 モデル 3 モデル 4

IRR 95CI IRR 95CI IRR 95CI IRR 95CI IRR 95CI

子の育てにくさ

なし ref ref ref ref ref

あり 1.65 1.352.02 1.37 1.121.68 1.25 1.021.55 1.24 1.011.53 1.21 0.981.49

子の発達への不安

なし ref ref ref ref

あり 1.76 1.432.15 1.52 1.241.88 1.52 1.231.87 1.49 1.211.83

ソーシャルサポート

低 1.59 1.212.10 1.37 1.041.81

中 1.14 0.901.44 1.08 0.851.36

高 ref ref

受援力

受援活用姿勢

低 1.99 1.562.53 1.61 1.272.05

中 1.04 0.801.35 1.02 0.791.33

高 ref ref

受援ためらい/抵抗

低 ref ref

中 1.06 0.821.35 1.15 0.901.47

高 0.94 0.711.23 0.98 0.751.29

年齢（母)

2029 ref ref ref ref ref

3039 0.77 0.60.099 0.72 0.560.93 0.71 0.550.93 0.72 0.560.94 0.72 0.560.94

4049 0.63 0.460.86 0.56 0.400.78 0.55 0.390.76 0.55 0.390.76 0.55 0.390.76

学歴

中学・高等学校 1.21 0.951.55 0.98 0.761.26 0.97 0.751.25 0.95 0.741.23 0.96 0.751.23

専門学校・短大 1.10 0.871.40 0.95 0.751.20 0.95 0.751.20 0.96 0.761.21 0.97 0.771.22

大学以上 ref ref ref ref ref

婚姻状況

既婚/パートナーあり ref ref ref ref ref

離婚/未婚/死別 1.42 0.952.10 1.33 0.891.97 1.32 0.891.96 1.26 0.851.88 1.30 0.881.93

就業状況

就業あり ref ref ref ref ref

専業主婦 1.05 0.861.27 1.12 0.911.37 1.13 0.921.38 1.11 0.911.37 1.16 0.941.42

年収

答えたくない 1.47 1.091.98 1.41 1.051.89 1.40 1.051.89 1.42 1.061.91 1.39 1.041.86

400万円未満 1.49 1.121.98 1.19 0.881.61 1.19 0.881.60 1.19 0.891.61 1.12 0.841.51

400～600万円未満 1.49 1.141.95 1.36 1.051.89 1.37 1.051.89 1.38 1.051.81 1.34 1.021.75

600万円以上 ref ref ref ref ref

子どもの数

1 人 ref ref ref ref

2 人 1.07 0.861.32 1.07 0.861.32 1.07 0.871.32 1.06 0.861.31 1.05 0.851.30

3 人以上 1.06 0.801.40 1.06 0.801.40 1.06 0.801.40 1.05 0.791.39 1.01 0.761.34

子の年齢

01 歳 ref ref ref ref ref

23 歳 1.19 0.931.53 1.24 0.971.60 1.23 0.961.58 1.24 0.961.59 1.20 0.931.55

4 歳以上 1.20 0.951.51 1.33 1.041.71 1.33 1.041.71 1.31 1.021.68 1.27 0.991.63

COVID-19流行期（2020年 3 月～5 月）の変化

各項目なし ref ref ref ref ref

小学校への入学あり 1.10 0.811.50 1.03 0.841.25 1.05 0.861.28 1.04 0.851.27 1.03 0.851.26

就業状況の変化あり 0.89 0.671.19 0.94 0.711.24 0.93 0.701.23 0.92 0.701.21 0.93 0.701.23

特別警戒区域該当 1.03 0.841.26 1.07 0.871.31 1.07 0.871.31 1.06 0.861.30 1.05 0.861.29

経済状況の悪化あり 1.53 1.241.88 1.32 1.061.64 1.30 1.041.61 1.28 1.031.58 1.28 1.031.58

感染への不安の増加あり 1.00 0.791.26 0.97 0.781.23 0.95 0.761.20 0.97 0.771.22 1.02 0.811.28

ゆっくり過ごす時間の減少あり 1.36 1.061.76 1.02 0.791.32 1.03 0.801.34 1.03 0.791.33 1.04 0.801.35

子育て困難感の増加あり 2.12 1.742.58 1.88 1.532.31 1.87 1.522.30 1.86 1.512.28 1.80 1.472.21

夫の DV 的言動の増加あり 2.06 1.293.30 1.43 0.882.32 1.38 0.842.26 1.38 0.852.24 1.49 0.912.45

夫の在宅時間の増加あり 0.66 0.520.85 0.65 0.510.83 0.66 0.510.84 0.67 0.520.85 0.67 0.520.85

不公平感の増加あり 2.19 1.742.75 1.69 1.332.14 1.65 1.292.10 1.65 1.302.11 1.63 1.282.07

IRR: Incident rate ratio, 95CI: 95信頼区間
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意に悪化しており，COVID-19の流行だけが原因と

は言及できないものの，一定の影響があったのでは

ないかと考えられた。2020年の 4～5 月に 3～14歳

の子を持つ本邦の親1,200人を対象に行われたイン

ターネットによる横断調査31)と比較すると，同調査

の K6 スコア 0～4 点が46.6, 5～9点が24.1, 10

点以上が29.3であったのに対し，本研究の追跡調

査時スコアは 0～4 点が43.4, 5～9 点が31.3，

10点以上が25.3であり，本研究の方では 5～9 点

の割合がやや多くみられた。この横断調査31)の方は

男性が51.1, 3～5 歳の子の親が25のみ，それ以

外は小学生以上の親であることから，対象により違

いがあると考えられるが，0～4 点のストレスなし

群が半数以下である点は共通しており，この時期の

子をもつ親の精神健康が極めて不良であったことが

うかがえる（本研究の対象者に限ってみても 4 人に

1 人が K6 スコア10点以上の心理的苦痛を感じてい

る者に該当していることになる）。

一方，イギリスで実施された18歳以上の国民を対

象とした縦断調査32)において，幼い子（0～5 歳）

と暮らす者の精神健康が COVID-19流行期に有意

に悪化することが示されているが，本邦でこうした

年齢の子と暮らす者の精神健康を一般国民と比較し

た研究は見当たらず，また本研究でもそうした比較

を行っていないため，COVID-19流行期において，

幼い子の母親の精神健康がとくに悪化していると言

及することはできない。

. 子の育てにくさと発達への不安

子の育てにくさについては，心理的苦痛に至らな

かった群でも 4 割以上，心理的苦痛に至った群では

6 割近くが感じており，多くの母親が子育てに苦慮

している現状が推察された。ただし，育てにくさの

概念は広く，一部には発達障害等が原因となってい

る場合等もあり33)そのような場合は健常児の母親よ

りも一層ストレスを感じやすく，精神健康が不

良16,17)といわれている。本研究でも多変量解析のモ

デル 2 において子の育てにくさの IRR は1.37から

1.25に低下しており，育てにくさと心理的苦痛の関

連を考える上で，発達への不安の影響もあわせて検

討する必要がある。さらにモデル 4 で受援力を投入

すると心理的苦痛と子の育てにくさの有意な関連が

統計的にみられなくなったことから，育てにくさを

感じているかどうかに関わらず，受援力が乏しい場

合は心理的苦痛に至るリスクが高い，ということに

なるのかもしれない。

一方，子の発達への不安の方は，一貫して心理的

苦痛とは有意な正の関連がみられた。COVID-19流

行期では，健診の機会が失われたり，子育て支援セ

ンター，保育所，幼稚園に行けない状況が続き，そ

うしたことが子の成長に好ましくないのではないか

と危惧する母親の声34)も紹介されている。幼い子の

場合は発達に気がかりな点がみられても，それが障

害によるものか否か判断がつきにくく，また早期に

障害がわかり，療育などに通っていても，COVID-

19流行期には療育も通常通りでなくなり，就学につ

いても焦りが生じる等不安やストレスが高まるこ

と35)が報告されている。以上から，パンデミックの

ような危機的状況時にこそ「育てにくさを感じる親

に寄り添う支援｣9,33)の継続，拡充が求められるの

ではないかと思われる。

現在，オンラインによる子育て支援，子育て相談

および療育を取り入れている自治体等も増えている

ようである。2019年度の30代のインターネット利用

率は9936)ということもあり，このような方法での

相談，支援を普及させることも，これからの子育て

世代の母親には有用ではないだろうか。

. ソーシャルサポートと受援力の乏しさ

ソーシャルサポートについては，モデル 2 とモデ

ル 3 で子の育てにくさおよび子の発達への不安と心

理的苦痛の関連を示す IRR はほとんど変化してい

ないことから，これらの関連にはあまり作用せず，

直接的に心理的苦痛に関連していたものと考えられ

る。子育て関連ストレスを感じる母親程，ソーシャ

ルサポートの欠如等を経験し，それが重度うつに関

連する10)との報告もあるが，COVID-19流行期では

子どもの状況に関わらずソーシャルサポートが得ら

れにくい状況にあり，それが今回の結果に関連して

いるのではないかと考えられた。先に示したように，

COVID-19流行期は子を外に連れて行ける機会が失

われ，また単身赴任中の夫が帰宅できない35)，普段

は子を預けることのできる祖父母のもとにも行くこ

とができない等，家族のサポートも得られにくくな

る。このため，平時より頼る相手が少ない母親は，

COVID-19流行期にますます孤立する可能性があ

る。一方，平時より多くのリソースからサポートを

得られる状況にある母親であれば，COVID-19流行

期でも様々な相手に様々な方法でサポートを頼み，

ストレス，不安等も軽減されるのではないかと考え

られる。それ故，1 人もしくは数少ないサポートで

子育てを行っている母親には COVID-19流行期で

も感染不安を軽減しながら新たな支援につながるこ

とができるよう，先述のようなオンラインその他，

多様なツールを用いて，積極的に働きかけてゆく必

要があるだろう。

一方，モデル 4 では他の変数で調整しても，「受

援活用姿勢」低群の母親は高群に比べて IRR が
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1.61と高いことから，COVID-19流行期の母親の心

理的苦痛には平時のソーシャルサポートの乏しさよ

りも，受援力の「受援活用姿勢」の乏しさの方がイ

ンパクトが大きいと言えるだろう。たとえば

COVID-19流行期でも，保健師による個別の健康診

査，家庭訪問は実施可能37)であったが，「受援活用

姿勢」のスコアが低い母親であれば，保健師による

訪問等を積極的には受け入れず，また受け入れたと

しても困りごとを相談しない，助言を得ようとしな

いかもしれない。そしてこうした姿勢は，子の育て

にくさや発達への不安を有する母親の精神健康を悪

化させる可能性がある。従って，平時から受援力の

「受援活用姿勢」を高めておくことが，幼い子をも

つ母親の精神健康に重要と思われ，これにより

COVID-19流行期のような非常時に心理的苦痛に至

るリスクを減じることも期待できる。

ただし，受援力に関してはまだ研究が蓄積されて

いないため，今回の結果が COVID-19流行期に特

徴的なことがどうかを含め，その向上要因，阻害要

因の研究を進め，具体的かつ実践的な示唆を提示し

てゆく必要があるだろう。

. 本研究の限界

本研究には以下のような限界がある。まず，追跡

調査時の回収率が53とベースライン調査から半減

したが，脱落者群は継続回答者群に比べ，母子の年

齢，学歴，世帯年収が低い傾向があり，これによる

選択バイアスが生じ結果に偏りが生じた可能性があ

る（ただし，精神健康については両群でほぼ同じ傾

向であった）。次に，追跡調査時には都市部で回収

率が高い傾向がみられたものの，人口比でサンプリ

ングを行っていないため，COVID-19の患者数が多

数発生している人口の多い都道府県の影響が反映さ

れていない可能性がある。また，ベースライン調査

ではモニター募集のバナー広告により募集をし，モ

ニターとなった者に対してアンケートを配信した

が，対象者がどこのサイトを経由してモニターと

なったのかを特定することはできず，こうしたサイ

トへの関心と心理的苦痛との関連について検討・調

整することはできなかった。さらに，ベースライン

調査時から追跡調査時までに年度が変わり，様々な

生活環境の変化が精神健康に影響を及ぼした可能性

があるが，本研究では子の小学校入学，本人の就業

の有無の変化しか調整することができず，この点が

結果に影響した可能性がある。

 結 語

幼い子の母親の精神健康は，COVID-19流行前に

比べ，流行期に悪化傾向にあり，流行前の子の発達

への不安，育てにくさ，受援力の受援の機会を活用

しようとする姿勢の乏しさ，ソーシャルサポートの

乏しさが COVID-19流行期の心理的苦痛に関連し

ていた。様々な活動制限がある感染症の流行期で

も，途絶えることなく支援，つながりを継続・拡大

し，母親の不安を軽減してゆく必要がある。同時

に，母親の受援力を高めるための具体的なアプロー

チの検討，そしてそのための研究の発展が望まれる。

本研究は科研費 JP17H02612および一般財団法人ヘル

ス・サイエンス・センターの助成を受けた。

本研究に関して，開示すべき COI はない。
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Mental distress during the COVID-19 pandemic among mothers of young children

and the related factors: A focus on their di‹culties in raising their child, concerns

about their child's development, social support, and capacity to receive support

Miyako KIMURA, Kazushige IDE2and Toshiyuki OJIMA3

Key wordscapacity to receive support, COVID-19, longitudinal study, mental health, mothers of young

children, social support

Objectives We examined the relationships between the development of severe mental distress among

mothers of young children during COVID-19 and the related factors including di‹culties in raising

child, concerns about child's development, social support, and capacity to receive support using

comparable pre-COVID-19 baseline data. Severe mental distress was deˆned by a score of K6≧10

on the Psychological Distress Scale.

Methods We conducted a baseline survey in February 2020 and obtained responses from 4,700 mothers of

young children. A follow-up survey was conducted in June 2020. We obtained responses from 2,489

participants of the original group. The K6 scores (four groups) of two surveys were compared.

Thereafter, 521 participants who had severe mental distress at the baseline were excluded, and 1,968

participants were included in the Poisson regression analysis. We adjusted for maternal age, educa-

tion, marital and employment status, household income, children's age, number of children, and

changes during COVID-19 pandemic. The adjusted incident rate ratios (IRRs) were estimated us-

ing K6≧10 at follow-up as the dependent variable, and the independent variables were having

di‹culty in raising a child, concerns about child's development, social support, and capacity to

receive support.

Results At the baseline, 20.9 of mothers had severe mental distress. At follow-up, this value increased

signiˆcantly to 25.3. Mothers who developed severe mental distress by the time of the follow-up

survey were 333 (16.9), and they were more likely to have had di‹culty in raising their child,

concerns about child's development, lower levels of positive attitudes toward receiving support

(capacity to receive support), and lower levels of social support.

Conclusions The mental health of mothers caring for young children worsened during the COVID-19 out-

break. Factors related to the development of severe mental distress included having di‹culty in rais-

ing a child, concerns about child's development, and lower levels of positive attitudes toward receiv-

ing support (capacity to receive support) and lower levels of social support. Providing parenting

support, consultation and rehabilitation, and exploring approaches to enhance capacity for receiving

support are required.
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